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（本資料の取扱い）

本資料は、堺市建設局が発注する工事・委託業務の積算に適用しています。

なお、本資料の内容に関する質問はできませんので、予めご了承ください。
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１．  土木工事等の積算における積算基準・設計単価等について 

 

堺市建設局が発注する土木工事・業務等における設計金額（予定価格の基礎となる額）の算

定は、原則として下表-１、２の積算基準（本編を含む）及び設計単価によるものとする。 

各積算基準・設計単価等が途中改訂された場合には、正誤関係については適宜適用し、改

正関係は別途通知により適用するものとする。 

なお、上記によりがたい場合は別途考慮できるものとし、積算の考え方等について入札参加

者等への明示に努めるものとする。また、各発注案件の積算時点である「単価適用年月日」につ

いての明示に努めるものとする。 

 

（表-１）積算基準 
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種 別  基 準  適用時期  公表状況 

・堺市 
 ホームページ 

・建設工事積算基準 
・建設工事積算基準[別冊] 

当該年度

の基準書 

を、当該

年度 9  月

1  日から 

適用 

 

（当該年度 

の基準が 

ない場合

は最新版

とする。） 

① 全般  

② 土木工事等（共

通／河川／道路／

公園） 

・土木工事標準積算基準書（共通編）（※注） 

（国土交通省） 

 

・市販本 

・土木工事標準積算基準書（河川・道路編） 

（国土交通省） 
・市販本 

・公園緑地工事標準歩掛（国土交通省都市局） 
・国土交通省 

ホームページ 

③ 設備工事等〔プラ

ント設備工事（下

水・船舶除く）・プラ

ント設備補修工事

（下水）・設備設計

等〕 

・機械設備工事積算基準（国土交通省） 

 [土木工事標準積算基準書（機械編）（国土交通省）] 
・市販本 

・土木工事標準積算基準書（電気通信編）（国土交通省） ・市販本 

・電気通信施設設計業務積算基準（国土交通省） 

・電気通信施設点検業務積算基準（案）（国土交通省） 

・電気通信施設運転監視業務積算基準（案）（国土交通省） 

・国土交通省 

ホームページ 

④測量・地質調査・

設計業務等 

・設計業務等標準積算基準書／設計業務等標準積算基

準書（参考資料）（国土交通省） 
・市販本 

（※注）土木工事標準積算基準書（共通編）のうち、「第Ⅵ編  土木工事標準単価及び市場単価」の内容について 

は、当該年度の基準改正内容を、当該年度 4  月 1  日以降から適用することがある。 
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（表-２）設計単価 

単  価  適用時期  公表状況  摘  要 
・堺市 

ホームページ   

・公共工事設計労務単価 

・設計業務委託等技術者単価 

・機械電気設備工事関係労務

単価 

・機械電気設備点検整備等業

務関係労務単価 

 当該年度の単価

を、通知日から適

用 

・国土交通省単価 

・材料単価・賃料等 

（物価資料単価） 

積算時点月号の

単価 
例）積算時点が 4 月

1 日の場合、4 月号  

・刊行物 ・物価資料単価 

（「Web 建設物価（(一財)建設物価調査会）」、

「積算資料電子版（(一財)経済調査会）」） 

・市場単価 

・土木工事標準単価 

（物価資料単価）  

積算時点季号の単価 

例）積算時点が 4 月

の場合、春号 

・刊行物  ・物価資料単価 

（「土木コスト情報（(一財)建設物価調査

会）」、「土木施工単価（(一財)経済調査会）」） 

当該年度の単価を

、原則当該年度 9月 

1  日から適用 

・建設機械等損料表  ・刊行物 ・国土交通省単価 

・堺市 
ホームページ 

・測量・地質調査関係単価 
－ 



２.  土木工事標準積算基準書等の読替え規定

堺市建設局の積算において、国土交通省の・土木工事標準積算基準書（（共通編）・（河川・道路編）・（電気通信編））、及び

機械設備工事積算基準を適用するにあたっては、次のとおり記載内容を読替えて適用するものとする。

土木工事標準積算基準書（共通編）（国土交通省）記載内容 堺市建設局における読替え内容 

第１章 総 則 第１章 総 則

① 適用範囲等 ① 適用範囲等

１．適用範囲 １．適用範囲

本運用は、国土交通省直轄の河川工事、砂防工事、ダム工事、道路工事等の土 本運用は、堺市建設局の河川工事、砂防工事、ダム工事、道路工事等の土木 

木工事を請負施工に付する場合における工事費の積算に適用する。 工事を請負施工に付する場合における工事費の積算に適用する。 

２．基準の適用 ２．基準の適用

工事費の積算における基準は、原則として、入札時（入札書提出期限日）における 工事費の積算における基準は、原則として、積算時における最新の基準を適用 

最新の基準を適用する。 する。

第２章 工事費の積算 第２章 工事費の積算

① 直接工事費 ① 直接工事費

１．材料費 １．材料費

(２) 価 格 (２) 価 格

（略） 別途定めた「材料単価等の取扱いについて」による。 

２．歩掛 ２．歩掛

ただし、変更積算時は施工者より見積りを徴収し、妥当性を確認した上で採用する。 ただし、変更積算時は施工者より見積りを徴収し、必要であれば比較見積りを 

徴収する等して妥当性を確認した上で採用する。 
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５．諸雑費及び端数処理 ５．諸雑費及び端数処理

(２) 端数処理 (２) 端数処理

１) 単価表の各構成要素の数量×単価＝金額は小数第２位までとし、３位以下は切り １)  単価表の各構成要素の数量×単価＝金額は１円までとし，１円未満は切り捨て 

捨てる。 る。 

また、内訳書の各構成要素の数量×単価＝金額は１円までとし、１円未満は切り ただし、施工パッケージ型積算方式による積算単価は，単価表内において有効数 

捨てる。 字４桁（５桁目以降切り上げ）とし，その単価を内訳書へ代入する際には小数第２ 

位未満は切り捨てる。 

３) 土木工事標準単価は、同工種が物価資料（「建設物価（土木コスト情報）」、「積算 ３) 土木工事標準単価は，同工種が物価資料（「建設物価（土木コスト情報）」，「積算

資料（土木施工単価）」）の両方に掲載されている場合は、その平均価格（小数点 資料（土木施工単価）」）の両方に掲載されている場合は，安価な方を採用し，片 

第１位四捨五入）とし、片方の資料のみに掲載されている単価は、当該単価とす 方の資料のみに掲載されている単価は、当該単価とする。

る。

６) 工事価格は、10,000 円単位とする。工事価格の 10,000 円単位での調整は、一般 ６)  工事価格は，1,000 円単位とする。工事価格の 1,000 円単位での調整は，一般管 

管理費等で行うものとし、 「第３章 一般管理費等及び消費税等相当額」で算出さ 理費等で行うものとし、 「第３章 一般管理費等及び消費税等相当額」で算出され

れた一般管理費等の計算額より、端数処理前の工事価格の 10,000 円未満の金額 た一般管理費等の計算額より，端数処理前の工事価格の 1,000 円未満の金額を 

を除いた額を計上する。 除いた額を計上する。
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②     間接工事費 

２．     共通仮設費 

２－２     運搬費 

(１)  運搬費の積算 

４)  建設機械・仮設材等の運  搬基地 

　運搬基地は、最寄りの区役所を拠点とし、工事現場（現場中間地点）まで 
の運搬距離を算定する。ただし、最寄りの区役所では実態にそぐわないとき
は別途考慮する。 

②     間接工事費 

２．     共通仮設費 

２－２     運搬費 

(１)  運搬費の積算 

４)  建設機械等の運搬基地 

　運搬基地は、建設機械等の所在場所等を勘案のうえ決定するものとする。
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土木工事標準積算基準書（共通編）（国土交通省）記載内容 堺市建設局における読替え内容 

 ④  工事請負契約書第25条第5項（単品スライド条項）の運用について 
 

       （略） 

  　　 

  
第 11 章  施工箇所が点在する工事の積算 

① 施工箇所が点在する工事の積算について 

２．工事箇所の設定方法及び積算方法 

  (5)共通仮設費及び現場管理費については、施工箇所毎に算出した合計額とする。 

（追加） 

 

 

 ④  工事請負契約書第25条第2項（単品スライド条項）の運用について 
 

　　　「堺市工事請負契約書第25条第2項(単品スライド)運用基準」による。 

第 11 章  施工箇所が点在する工事の積算 

① 施工箇所が点在する工事の積算について 

２．工事箇所の設定方法及び積算方法 

  (5)共通仮設費及び現場管理費については、施工箇所毎に算出した合計額とする。 

      土木工事標準積算基準書（電気通信編）の場合は、機器間接費のうち機器管理 

 

 

 

 

費についても施工箇所毎に算出した合計額とする。 

 

 

Ⅰ-11-①-1 Ⅰ-11-①-1 

  

 ⑤　工事請負契約書第25条第5項（単品スライド条項）の運用の拡充について 

 ⑥　請負代金額の減額変更を請求する場合における工事請負契約書第25条第5項　 

 ⑤　工事請負契約書第25条第2項（単品スライド条項）の運用の拡充について 

 ⑥　請負代金額の減額変更を請求する場合における工事請負契約書第25条第2項　 

　　（単品スライド条項）の運用について 

第  4 章     随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の調整及び 
スライド条項の減額となる場合の運用について 

第  4 章     随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の調整及び 
スライド条項の減額となる場合の運用について 

第１２章   １日未満で完了する作業の積算 適用しない 

適用しない 第１３章    総価契約単価合意方式

　　（単品スライド条項）の運用について 
 



土木工事標準積算基準書（河川編・道路編）（国土交通省）記載内容 堺市建設局における読替え内容 

第Ⅳ編 道路 第Ⅳ編 道路

第７章 橋梁工 第７章 橋梁工

①鋼橋製作工 ①鋼橋製作工

２．材料費 ２．材料費

２－１ 鋼材単価の決定時期 ２－１ 鋼材単価の決定時期

鋼材単価は、原則として入札時における市場価格とする。 鋼材単価は、原則として積算時における市場価格とする。 
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頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】 堺市建設局読み替え  

P5(2･①･1) 

（Ⅸ－1） 
第２ 適用範囲

この積算基準は，各地方整備局及び北海道開発局所管の直轄工事の治水事

業，道路事業等における水門設備，ゴム引布製起伏ゲート設備，揚排水ポン

この積算基準は，堺市建設局における機械設備のうち，水門設備，ゴム引布 

プ設備，ダム施工機械設備，トンネル換気設備，トンネル非常用施設，消融

雪設備，道路排水設備，共同溝付帯設備，駐車場設備，車両重量計設備，車

両計測設備，道路用昇降設備，ダム管理設備，遠方監視操作制御設備，河川

浄化設備，鋼製付属設備の製作据付工事に適用する。

第２ 適用範囲

製起伏ゲート設備，揚排水ポンブ設備，ダム施工機械設備，トンネル換気設備 

，トンネル非常用施設，消融雪設備，道路排水設備，共同溝付帯設備，駐車場 

設備，車両重量計設備，車両計測設備，道路用昇降設備，ダム管理設備，遠方 

監視操作制御設備，河川浄化設備，鋼製付属設備の製作据付工事に適用する。 

P15(2･①･11) 

（Ⅸ－1） 
１ 製作原価

１－１ 直接製作費

(3)労務費

1) 労務費の積算は，（工数）×（賃金）とする。

2) 工数は，各章で定めた値によるものとする。

3) 機械設備製作工の 1 日当りの標準賃金は，公共事業企画調整課長が別に

定めるものとする。

１  製作原価 

１－１  直接製作費 

(3)労務費 

1) 労務費の積算は，（工数）×（賃金）とする。 

2) 工数は，各章で定めた値によるものとする。  

3) 機械設備製作工の  1  日当りの標準賃金は，機械電気設備工事関係労務単価 

（市ホームページ公表）によるものとする。 



1 - 8 

堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P17(2･①･13) 

（Ⅸ－1） 
２ 据付工事原価

２－１ 直接工事費

(1) 輸送費

1) 輸送費の積算は，表－1・5 による。なお，これにより難い場合は別途積み

上げる。

2) 輸送費算定時の出発地は，当該工事における入札参加業者等のうち，輸送距

離が最も近い製作所在地とする。

3) 継続的工事における随意契約又は変更契約等の場合の輸送起点は，前回契約

又は元契約と同一とする。

(2)材料費

（省略）

(3)労務費

1)労務費の積算は、（工数）×（賃金）とする。

2)工数は各章で定めた値によるものとする。

3)機械設備据付工の１日当たりの標準賃金は、公共事業企画調整課長が別に定

めるものとする。

２－１  直接工事費 

(1) 輸送費 

1) 輸送費の積算は，表－1・5  による。なお，これにより難い場合は別途積み 

上げる。 

2) 輸送費の距離は，最寄りの区役所を拠点とし，工事現場（現場中間地点） 

までの距離を算定する。ただし，最寄りの区役所では実態にそぐわない場合は 

4)機械設備据付工以外の労務費は、「公共工事設計労務単価」による。

（以下省略）

２ 据付工事原価

別途考慮する。  

3) 継続的工事における随意契約又は変更契約等の場合の輸送起点は，前回契約

又は元契約と同一とする。 

(2)材料費 

（省略） 

(3)労務費 

1) 労務費の積算は、（工数）×（賃金）とする。 

2) 工数は、各章で定めた値によるものとする。 

3) 機械設備据付工の  1  日当りの標準賃金は、機械電気設備工事関係労務単価 

（市ホームページ公表）によるものとする。 

4)機械設備据付工以外の労務費は、「公共工事設計労務単価」による。 

（以下省略）  
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P35(2･①･31) 

（Ⅸ－1） 
［解］２ 据付工事原価

２－１ 直接工事費

(1) 輸送費（修繕工事）

1) 修繕工事の輸送費の積算は，表－1 及び表－2 による。なお，これにより難

い場合は別途積上げる。

2) 輸送費算定時の出発地は，当該工事における入札参加者等のうち，輸送距離

が最も近い製作所在地とする。

［解］２  据付工事原価 

２－１  直接工事費 

(1) 輸送費（修繕工事） 

1) 修繕工事の輸送費の積算は，表－1  及び表－2  による。なお，これにより難 

い場合は別途積上げる。 

2) 輸送費の距離は，最寄りの区役所を拠点とし，工事現場（現場中間地点） 

までの距離を算定する。ただし，最寄りの区役所では実態にそぐわない場合は 

3) 継続的工事における随意契約又は変更契約等の場合の輸送起点は，前回契約

又は元契約と同一とする。

，別途考慮する。  

3) 継続的工事における随意契約又は変更契約等の場合の輸送起点は，前回契約

又は元契約と同一とする。
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P39(2･①･35) 

（Ⅸ－1） 

［解］６ 材料費等の価格等の取扱い

工事価格に係る各費目の積算に使用する材料等の価格は，消費税等相当額を

含まないものとする。

(1) 物価資料，見積り等に掲載される価格等は，消費税込み価格，消費税抜

き価格の両者があると考えられるので，消費税を含んでいる場合は，当該額に

110 分の 100 を乗じて得られた額を，消費税を含 

まない価格として扱うものとする。

(2) 材料費等

材料費の価格については，原則として，入札時における市場価格とし，消費

税相当分は含まないものとする。設計書に計上する材料の単位当りの価格を設

計単価といい，設計単価は物価資料等を参考とし，買取価格，買入れに要する

費用及び購入場所から現地までの運賃の合計額とするものとする。

支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，

現場発生資材を官側において保管し再使用品として支給する場合とも，設計時

の類似品価格とする。

なお，設計単価は，各地方整備局（以下「局」という。）設定単価（局統一単

価，県別単価，地区単価をいう。），局特別調査単価（定期調査），局特別調査単

価（臨時調査），物価資料（「建設物価」，「積算資料」をいう。）掲載価格又は見

積りをもとに，原則として下記により決定するものとし，実勢の価格を反映す

るものとする。

標準歩掛のない労務工数については，材料費と同様に局特別調査単価（臨時

110  分の 100  を乗じて得られた額を，消費税を含 

まない価格として扱うものとする。 

(2) 材料費等 

材料費の価格については，原則として，積算時における市場価格とし，消費 

［解］６ 材料費等の価格等の取扱い

工事価格に係る各費目の積算に使用する材料等の価格は，消費税等相当額を

含まないものとする。

(1) 物価資料，見積り等に掲載される価格等は，消費税込み価格，消費税抜

き価格の両者があると考えられるので，消費税を含んでいる場合は，当該額に

現場発生資材を官側において保管し再使用品として支給する場合とも，積算時 

税相当分は含まないものとする。設計書に計上する材料の単位当りの価格を設

計単価といい，設計単価は物価資料等を参考とし，買取価格，買入れに要する

費用及び購入場所から現地までの運賃の合計額とするものとする。

支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，

における市場価格または類似品価格とする。 

なお，設計単価は，物価資料（「建設物価」，「積算資料」をいう。）掲載 

価格，資材調査単価（定期調査），資材調査単価（臨時調査）又は見積りをも 

とに，原則として下記により決定するものとし，実勢の価格を反映するものと 

標準歩掛のない労務工数については，材料費と同様に特別調査又は見積りを 

する。  
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調査），見積りをもとに決定するものとする。

また，工事の規模，工種，施工箇所及び施工条件から下記により難い場合は，

事前に本局担当課と協議のうえ別途決定する。

1) 局設定単価による場合

a. 局設定単価は，毎月，本局担当課において決定し，新土木積算システムに

登録する単価である。

2) 物価資料による場合

a. 1)の方法により難い場合は，単価の決定は，物価資料に掲載されている実

勢価格の平均値を採用する。ただし，一方の資料にしか掲載のないものについ

ては，その価格とする。

なお，適用時期は毎月とする。

b. 公表価格として掲載されている資材価格は，メーカ等が一般に公表してい

る販売希望価格であり，実勢価格と異なるため，積算に用いる単価としない。

ただし，公表価格で，割引率（額）の表示がある資材は，その割引率（額）

を乗じた（減じた）価格を積算に用いる単価とする。

3) 局特別調査単価（定期調査）による場合

a. 1)及び 2)により難い場合は，単価の決定は局特別調査単価（定期調査）に

よるものとする。

局特別調査単価（定期調査）は，年 2 回（4 月，10 月），本局担当課におい

て決定し，通知する単価である。

（局特別調査単価（定期調査）とは，本局担当課において，各事務所が必要

とする資材単価をあらかじめ調査し，複数の事務所が必要とする資材について

調査を行い決定するものである。）

4) 1)，2)及び 3)の方法により難い場合

事前に本庁担当課と協議のうえ別途決定する。 

もとに決定するものとする。

また，工事の規模，工種，施工箇所及び施工条件から下記により難い場合は，

2) 物価資料による場合 

a. 物価資料に掲載されている実勢価格の安価な方を採用する。ただし，一方 

の資料にしか掲載のないものについては，その価格とする。 

3)資材調査単価（定期調査）による場合 

a. 1)及び 2)により難い場合は，単価の決定は資材調査単価（定期調査）によ 

るものとする。 

なお，適用時期は毎月とする。

b. 公表価格として掲載されている資材価格は，メーカ等が一般に公表してい

る販売希望価格であり，実勢価格と異なるため，積算に用いる単価としない。

ただし，公表価格で，割引率（額）の表示がある資材は，その割引率（額）

を乗じた（減じた）価格を積算に用いる単価とする。

資材調査単価（定期調査）は，原則として年１回（４月），土木監理課にお 

いて決定し，通知する単価である。 

（資材調査単価（定期調査）とは，土木監理課において，各事務所が必要と 

する資材単価をあらかじめ調査し，複数の事務所が必要とする資材について調

査を行い決定するものである。）

4) 2)及び 3)の方法により難い場合

（削除） 
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a. 1)，2)及び 3)の方法により難い場合は，局特別調査単価（臨時調査）とし

て本局担当課にて調査を行い材料単価を決定するものである。

なお，局特別調査単価（臨時調査）は，各事務所において資材価格調査が必

要な資材（1 事務所のみにおいて必要なときも含む）について行うものとする。 

b. なお，1 工事において調達価格（材料単価×使用数量）が 100 万円未満

の場合，かつ 1 資材の材料単価が 10 万円未満の場合は，見積りによって決定

することも可能とする。

また，見積りを採用する場合の手順は，次によるものとする。

イ) 調達価格（材料単価×使用数量）が，100 万円未満であるか 100 万円以

上であるかの判断をするために発注担当課長から参考見積りを 3 社に依頼し，

見積り（100 万円未満，かつ 1 資材の材料単価が 10 万円未満）又は特別調査

単価（100 万円以上，又は１資材の材料単価が 10 万円以上）によるかの判断

を行うものとする。

なお，同一工事の１資材に複数の規格がある場合については，その合計額で

上記判断を行うものとする。

また，他工事の実績や「建設物価」及び「積算資料」の類似品目の材料単価

から類推可能であれば，参考見積は不要とする。

ロ) 見積りを徴収する場合は，形状寸法，品質，規格，数量及び納入場所，

見積り有効期限等の条件を必ず提示し，事務所長から見積依頼を行う。

なお，見積価格は，実勢取引価格であることを確認する。

ハ) 正式見積りは，原則として 3 社以上から徴収する。

5) 価格変動が著しい場合

主要資材単価の変動が著しい場合は，「物価資料等の速報」価格を採用する。 

a. 2)及び 3)の方法により難い場合は，資材調査単価（臨時調査）として土木

監理課にて調査を行い材料単価を決定するものである。 

なお，資材調査単価（臨時調査）は，各事務所において資材価格調査が必要 

な資材（1 事務所のみにおいて必要なときも含む）について行うものとする。 

b. なお，1  工事において調達価格（材料単価×使用数量）が 500 万円未満

の場合，かつ 1  資材の材料単価が 100 万円未満の場合や、市場性のない材料の 

場合等は，見積りによって決定することも可能とする。 

また，見積りを採用する場合の手順は，次によるものとする。

ロ) 見積りを徴収する場合は，形状寸法，品質，規格，数量及び納入場所，

見積り有効期限等の条件を必ず提示し，事務所長から見積依頼を行う。

なお，見積価格は，実勢取引価格であることを確認する。

ハ) 正式見積りは，原則として 3 社以上から徴収する。

5) 価格変動が著しい場合

主要資材単価の変動が著しい場合は，「物価資料等の速報」価格を採用する。 

（削除） 
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

10 旧基準で積算した工事に改定基準で積算した工事を追加する場合の共通仮

設費、現場管理費、設計技術費及び一般管理費

（省略）

（追加）

10 旧基準で積算した工事に改定基準で積算した工事を追加する場合の共通仮

設費、現場管理費、設計技術費及び一般管理費（等の調整） 

（省略） 

12  その他 

12－１  機械設備設計数値基準について 

機械設備の積算における数値基準は、次のとおりとする。 

（１） 適用範囲 

この基準は、「機械設備積算基準」に基づく機械設備の積算に適用するものとす 

る。 

（２） 数量 

１）製作及び据付工数 

（イ）標準工数 

ａ  標準製作工数（人／ｔ単位、水門設備：人単位） 

小数点以下第３位を四捨五入し、小数第２位までとする。 

ｂ  標準据付工数（人／ｔ単位、水門設備：人単位） 

小数点以下第３位を四捨五入し、小数第２位までとする。

（ロ）総工数（人単位） 

製作及び据付工数は、「単位止め」とする。 

（例） 

標準据付工数＝（19/√93.2＋6.2）×（1－0.05） 
＝7.759 

≒7.76（人/ｔ） 
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（追加）

据付工数 ＝7.76 人/ｔ×186.4ｔ＝1,446.4 人 
≒1,446 人 

＝1,446 人  ×  0.9  ＝1,301.4  ≒  1,301 人 据付工 

普通作業員  ＝1,446 人  ×  0.1  ＝  144.6  ≒　　145 人 

計 1,446 人 

（３） 単価 

１）労務単価（円／人） 

夜間手当、危険手当を含む単価及び冬期補正単価等は、「単位止め」を原則とす 

る。 

なお、「単位止め」とは、小数点以下第１位を四捨五入することをいう。 

２）鋼材単価（円／㎏） 

1 章一般共通  5  １  1-1 (1) 1)直接材料費に準ずる 

設計単価は「円止め」とする。「円止め」とは、円未満切り捨てる。 

ベース価格、エキストラ、スクラップ価格に消費税相当額を含んでいる場合は、 

当該額に 100/110 を乗じ、消費税相当額を含まない価格として扱うものとする。 

この場合の数値基準も同様に扱うものとする。 

３）機器単体品単価（円／台・・・） 

「千円止め」を原則とする。 
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（表追加） 

塗料名  
ｴｱﾚｽｽﾌﾟﾚｰ塗り  はけ塗り  

P377(2･⑲･9) 

（Ⅸ－19） 
［解］第１８節 塗装

１ ペイント使用量

 ペイント使用量は、表―１を標準とする。

表―１ ペイント標準使用量

[上段：標準使用量（ｋｇ／100m2／回）、下段：標準膜厚（μｍ）] 

（表省略）

第１８節 塗装

１ ペイント使用量

 ペイント使用量は、表―１を標準とする。

表―１ ペイント標準使用量

[上段：標準使用量（ｋｇ／100m2／回）、下段：標準膜厚（μｍ）] 

（表省略）

上塗  中塗  下塗  上塗 中塗  下塗 

りん酸塩さび止めペイント 
17 － － 15 －  － 

－ －  35 － － 35 

環境対応型タールエポキシ樹  

脂塗料  

25 25 25 23 23 23 

80 80 80 80 80 80 
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P383(3･①･1) 

（Ⅸ－20） 
第３編 機械設備点検・整備積算基準

第１章 一般共通

１ 適 用 範 囲

この基準は，各地方整備局及び北海道開発局所管の直轄工事の治水事業，道

路事業等における機械設備のうち水門設備，揚排水ポンプ設備，トンネル換気

第３編  機械設備点検・整備積算基準 

第１章  一般共通 

１  適  用  範  囲 

この基準は，堺市建設局における機械設備のうち水門設備，揚排水ポンプ設 

設備・非常用施設，消融雪設備，道路排水設備等の点検・整備費積算に適用す

る。

（以下省略）

備，トンネル換気設備・非常用施設，消融雪設備，道路排水設備等の点検・整 

備費積算に適用する。 

（以下省略）

P387(3･①･5) 

（Ⅸ－20） 
(3) 直接労務費

1) 直接労務費の積算は，（工数）×（賃金）とする。

2) 工数は各機械設備毎の各章によるものとする。

3) 点検整備工の賃金は，公共事業企画調整課長が別に定める機械設備据付工

の日当り賃金とする。

普通作業員の賃金は，各地方整備局統一単価を適用する。

(3) 直接労務費 

1) 直接労務費の積算は，（工数）×（賃金）とする。 

2) 工数は各機械設備毎の各章によるものとする。 

3) 点検整備工の賃金は，機械電気設備点検整備等関係労務単価（市ホーム 

ページ公表）によるものとする。 

4) 各賃金は，次の各項の補正を行うものとする。

(イ) 積雪寒冷地（豪雪地帯対策特別措置法「昭和 37 年法律第 73 号」第 2 条

第 1 項に定められた地域）における冬季屋外作業の場合は，必要に応じて労務

単価又は歩掛の補正をするものとする。

普通作業員の賃金は，公共工事設計労務単価（市ホームページ公表）を適用 

する。

4) 各賃金は，次の各項の補正を行うものとする。

(イ) 積雪寒冷地（豪雪地帯対策特別措置法「昭和 37 年法律第 73 号」第 2 条

第 1 項に定められた地域）における冬季屋外作業の場合は，必要に応じて労務

単価又は歩掛の補正をするものとする。
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P388(3･①･6) 

（Ⅸ－20） 
5) 派遣費

(イ) 派遣費については共通仮設費率に含まれていないので，点検整備工の旅

行日における旅費，日当，賃金，点検整備間接費を積上げるものとする。

(ロ) 旅費，日当は「国土交通省職員日額旅費支給規則」の旅館に宿泊する場

合の 2 級相当額を標準とする。 

(ハ) 賃金は，「3－1（3）直接労務費」によるものとする。

(ニ) 点検整備間接費は，（賃金）×（点検整備間接費率）とし，点検整備間

接費率は，表－20・5 のとおりとする。 

6) 宿泊費

宿泊費については，共通仮設費率に含まれていないので，現地での作業開始

日から終了日までの作業期間における宿泊費を必要に応じて積上げるものとす

る。この場合の費用算定は，「国土交通省職員日額旅費支給規則」の旅館に宿泊

する場合によるものとし，点検整備工は 2 級相当額を標準とする。ただし宿泊

5) 派遣費 

(イ) 派遣費については共通仮設費率に含まれていないので，点検整備工の旅 

行日における旅費，日当，賃金，点検整備間接費を積上げるものとする。 

(ロ) 旅費，日当は「堺市職員の旅費に関する条例」によるものとする。 

(ハ) 賃金は，「3－1（3）直接労務費」によるものとする。 

(ニ) 点検整備間接費は，（賃金）×（点検整備間接費率）とし，点検整備間

接費率は，表－20・5  のとおりとする。 

費は直接労務費中の点検整備工にのみ計上し，公共工事設計労務単価を適用す

る普通作業員等は，現地採用とし，計上しないものとする。なお，宿泊費は現

場管理費及び一般管理費等の算定の対象とする。

る。この場合の費用算定は，「堺市職員の旅費に関する条例」によるものとす 

6) 宿泊費

宿泊費については，共通仮設費率に含まれていないので，現地での作業開始

日から終了日までの作業期間における宿泊費を必要に応じて積上げるものとす

る。ただし宿泊費は直接労務費中の点検整備工にのみ計上し，公共工事設計労

務単価を適用する普通作業員等は，現地採用とし，計上しないものとする。な

お，宿泊費は現場管理費及び一般管理費等の算定の対象とする。
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P391(3･①･9) 

（Ⅸ－20） 
４－３ 技術調査費

技術調査に従事する技術員の旅費，日当，宿泊費，賃金，間接費，一般管理

費等の積算は次により積上げるものとする。

(1) 旅費，日当，宿泊費は，「国土交通省職員日額旅費支給規則」の旅館に宿

泊する場合の３級相当額によるものとする。

費等の積算は次により積上げるものとする。 

(1) 旅費，日当，宿泊費は，「堺市職員の旅費に関する条例」によるものと 

する。  

(2) 技術員の賃金は，点検整備工の賃金に準ずるものとする。 

(3) 間接費は，「4－1（7）点検整備間接費」に準ずるものとする。 

(4) 一般管理費等は，「4－2  一般管理費等」に準ずるものとする。 

(2) 技術員の賃金は，点検整備工の賃金に準ずるものとする。

(3) 間接費は，「4－1（7）点検整備間接費」に準ずるものとする。

(4) 一般管理費等は，「4－2 一般管理費等」に準ずるものとする。

４－３ 技術調査費

技術調査に従事する技術員の旅費，日当，宿泊費，賃金，間接費，一般管理
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堺市建設局読み替え  頁 国基準【機械設備工事積算基準（土木工事標準積算基準書（機械編））】

P451(4･①･1) 

（Ⅸ－21） 
第４編 機械設備設計業務委託積算基準

第１章 一般共通

１ 適 用 範 囲

この積算基準は，各地方整備局及び北海道開発局所管の直轄事業の治水事業，

道路事業等における機械設備に係わる設計業務に適用するものとする。

第４編  機械設備設計業務委託積算基準 

第１章  一般共通 

１  適  用  範  囲 

この積算基準は，堺市建設局における機械設備に係わる設計業務に適用する 

（以下省略）

ものとする。 
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅶ－1 第Ⅶ編 積算 

第１章 総括 

①適用範囲等

１適用範囲 

この基準書は、国土交通省直轄の土木事業における電気通信設備を請負 この基準書は、堺市建設局における電気通信設備を請負施工に付する場 

施工に付する場合における工事費の積算に適用する。 

ただし、この基準書によることが著しく不適当又は困難であると認めら

れるものについては、適用除外とすることができる。 

第Ⅶ編 積算 

第１章 総括 

①適用範囲等

１適用範囲 

合における工事費の積算に適用する。 

ただし、この基準書によることが著しく不適当又は困難であると認めら

れるものについては、適用除外とすることができる。 

Ⅶ－2 第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

②機器単体費

機器単体費の算定は以下によるものとする。 

(1) 機器単体費は、工事施工にあたっての機器の調達価格（原則として入

札時における市場価格）とし、消費税相当額を含まない価格とする。 

(5) 支給品の価格決定については、官側において調達した機器を支給する

場合、現場発生機器を官側において保管し再使用品として支給する場合と

も、設計時の類似品価格とする。 

(1) 機器単体費は、工事施工にあたっての機器の調達価格（原則として積 

第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

②機器単体費

機器単体費の算定は以下によるものとする。 

算時における市場価格）とし、消費税相当額を含まない価格とする。 

も、積算時の類似品価格とする。 

(5) 支給品の価格決定については、官側において調達した機器を支給する

場合、現場発生機器を官側において保管し再使用品として支給する場合と
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅶ－2 第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

２材料費 

（２）価格

価格は、原則として、入札時における市場価格とするものとし、消費税相

当分は含まないものとする。設計書に計上する材料の単位当りの価格を設

計単価といい、設計単価は、物価資料等を参考とし、買入価格、買入れに

要する費用及び購入場所から施工現場までの運賃の合計額とするものとす

る。 

 支給品の価格決定については、官側において購入した資材を支給する場

合、現場発生資材を官側において保管し再使用品として支給する場合とも、

設計時の類似品価格とする。 

価格は、原則として、積算時における市場価格とするものとし、消費税相 

第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

２材料費 

（２）価格

積算時の類似品価格とする。 

当分は含まないものとする。設計書に計上する材料の単位当りの価格を設

計単価といい、設計単価は、物価資料等を参考とし、買入価格、買入れに

要する費用及び購入場所から施工現場までの運賃の合計額とするものとす

る。 

 支給品の価格決定については、官側において購入した資材を支給する場

合、現場発生資材を官側において保管し再使用品として支給する場合とも、

Ⅶ－2 第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

３労務費 

（２）労務賃金

（イ）技術労務費

電気通信技術者及び技術員の賃金をいい、「賃金実態調査単価」とする。 電気通信技術者及び技術員の賃金をいい、「機械電気設備工事関係労務単価 

第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

３労務費 

（２）労務賃金

（イ）技術労務費

（堺市ホームページ公表）」とする。 
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅶ－2 第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

５輸送費 

（１）機器の輸送費

市場価格によるものとする。

（２）鋼構造製作物の輸送費

「土木工事標準積算基準書第Ⅰ編第２章②２－２運搬費」によるもの

とする。 

機器及び鋼構造製作物の輸送費については、下表によるものとする。 

第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

５輸送費 

（１）機器の輸送費

（２）鋼構造製作物の輸送費

 Ⅰ 距離制運賃表
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

（追加） Ⅱ 地区割増 

・小型車（２ｔクラス）：最大積載量２トン以下の車両 

・中型車（４ｔクラス）：最大積載量２トン超かつ車両総重量 11 トン未満  

の車両 

・大型車（10ｔクラス）：中型車（４ｔクラス）を超える車両（トレーラー  

（20ｔクラスを除く。） 

・トレーラー（20ｔクラス）：牽引車と非牽引車とを連結した車両であって  

最大積載量が 20 トン前後のもの 
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅶ－2 第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

（追加） ６諸雑費及び端数処理 

第Ⅶ編 積算 

第２章 工事費の積算 

④直接工事費

端数処理については、以下に示す以外は、「土木工事標準積算基準書（共通 

編）第Ⅰ編第２章①５諸雑費及び端数処理」によるものとする。 

１）技術者間接費の金額は 1,000 円単位とし、1,000 円未満は切り捨てる。 

２）機器管理費の金額は 1,000 円単位とし、1,000 円未満は切り捨てる。 

Ⅷ－1 第Ⅷ編 歩掛 

第１章 一般事項 

第１節 一般事項 

①一般事項

１通則 

本歩掛は、国土交通省直轄の土木事業における電気通信設備（共通設備、 本歩掛は、堺市建設局における電気通信設備（共通設備、電気設備、通信 

電気設備、通信設備、電子応用設備）の設置に係る共通設備の施工積算に

適用する。 

ただし、官庁営繕に関する工事及びこの標準歩掛によることが著しく不

適当又は困難であると認められる場合を除く。 

第Ⅷ編 歩掛 

第１章 一般事項 

第１節 一般事項 

① 一般事項

１通則 

設備、電子応用設備）の設置に係る共通設備の施工積算に適用する。 

ただし、官庁営繕に関する工事及びこの標準歩掛によることが著しく不 

適当又は困難であると認められる場合を除く。 
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅷ－4 第Ⅷ編 歩掛 

第４章 通信設備 

第５節 衛星通信設備工 

①固定型衛星通信用地球局設備設置工

３標準歩掛 

３－９総合調整 

作業種別 細別規格 単位 技術者 摘要 

総合調整 本省局 式 36.0 

大阪局 式 27.0 

地整局 式 20.0 

（注） 総合調整は次の対向試験を含む。 

・本省局：大阪局、地整本局及び車載局との対向試験

・大阪局：本省局、地整本局及び車載局との対向試験

・地整局：本省局、大阪局、他地整の据付時の地整本局及び車載局との対

向試験 

本作業種別の歩掛は、必要に応じ別途積み上げ計上する。 

第Ⅷ編 歩掛 

第４章 通信設備 

第５節 衛星通信設備工 

①固定型衛星通信用地球局設備設置工

３標準歩掛 

３－９総合調整 
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堺市建設局読み替え 頁 国基準【土木工事標準積算基準書（電気通信編）】 

Ⅷ－4 第Ⅷ編 歩掛 

第４章 通信設備 

第５節 衛星通信設備工 

②移動型衛星通信用地球局設備設置工

３標準歩掛 

３－４総合調整 

作業種別 細別規格 単位 技術者 摘要 

総合調整 式 8.0 

（注） 総合調整は、本省局、大阪局及び地整本局との対向試験を含む。 

本作業種別の歩掛は、必要に応じ別途積み上げ計上する。 

第Ⅷ編 歩掛 

第４章 通信設備 

第５節 衛星通信設備工 

②移動型衛星通信用地球局設備設置工

３標準歩掛 

３－４総合調整 
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堺市建設局読み替え 国基準【電気通信施設点検業務積算基準（案）】 

１適用範囲 

国土交通省の所掌事務に係る国の直轄事業(官庁営繕部、都市局、水管理・国土保全局

及び道路局の所掌に属するものに限る。)に係る電気通信施設の点検業務（別途点検基

準等に定められた点検周期に基づいて点検を行い、各種施設の運用状態を報告する業

務。以下「点検業務」という。）の費用を算定する場合は、この基準に定めるところに

堺市建設局における電気機械設備の点検業務の費用を算定する場合は、この基準に 

よる。 

１適用範囲 

定めるところによる。 

２点検業務費の構成 

２－１直接費 

（３）直接経費

（ロ） 旅費・交通費

当該点検業務を実施するのに要する点検技術者、点検技術員の旅費・交通費である。

その算定は、「国家公務員等の旅費に関する法律」、「国土交通省所管旅費取扱規則」及

び、「国土交通省日額旅費支給規則」に準ずる。 

その算定は、「堺市職員の旅費に関する条例」に準ずる。 

 日当、普通日額旅費及び滞在日額旅費の積算は、消費税及び地方消費税抜きの金額

で計上するものとする。 

２点検業務費の構成 

２－１直接費 

（３）直接経費

（ロ） 旅費・交通費

当該点検業務を実施するのに要する点検技術者、点検技術員の旅費・交通費である。

 日当、普通日額旅費及び滞在日額旅費の積算は、消費税及び地方消費税抜きの金

額で計上するものとする。 
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国基準【電気通信施設運転監視業務積算基準（案）】 

１適用範囲 

国土交通省の所掌事務に係る国の直轄事業(官庁営繕部、都市・地域整備局、河川局及

び道路局の所掌に属するものに限る。)に係る電気通信施設の運転監視業務（期間及び

堺市建設局における電気機械設備の運転監視業務（期間及び時間を定めて業務を行 

時間を定めて業務を行い、その結果を報告するもの。以下「運転監視業務」という。）

の費用を算定する場合は、この基準に定めるところによる。 

１適用範囲 

い、その結果を報告するもの。以下「運転監視業務」という。）の費用を算定する 

場合は、この基準に定めるところによる。 

２運転監視業務費の構成 

２－１直接費 

（３）直接経費

（ハ）旅費・交通費

当該運転監視業務を実施するのに要する運転監視技術員の旅費・交通費である。その

算定は、「国土交通省所管旅費取扱規則」及び、「国土交通省日額旅費支給規則」に準 の算定は、「堺市職員の旅費に関する条例」に準ずるものとする。 

ずるものとする。 

２運転監視業務費の構成 

２－１直接費 

（３）直接経費

（ハ）旅費・交通費

当該運転監視業務を実施するのに要する運転監視技術員の旅費・交通費である。そ

２運転監視業務費の構成 

２－４運転監視業務費の積算方式 

（２）諸経費

諸経費は、別表第１又は別表第２により直接費毎に求められた諸経費率を当該直接費 諸経費は、別表第１により直接費毎に求められた諸経費率を当該直接費に乗じて得 

に乗じて得た額とする。 

２運転監視業務費の構成 

２－４運転監視業務費の積算方式 

（２）諸経費

た額とする。 



３.  設計業務等標準積算基準書／設計業務等標準積算基準書（参考資料）の読替え規定 

堺市建設局の積算において、設計業務等標準積算基準書／設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）を適用する  

にあたっては、次のとおり記載内容を読替えて適用するものとする。 

堺市建設局における読替え内容 設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 

第3編  土木設計業務 

第１章  土木設計業務等積算基準 

第１節  土木設計業務等積算基準 

設計業務等標準積算基準書 
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1－4  設計変更の積算 

    業務委託の変更は、官積算書をもとに次式により算出する。 

業   務   価   格    ＝    変更官積算業務価格  ×   
直前の請負額 

 
直前の官積算額 

業   務   価   格    ＝    変更官積算業務価格  ×   
当初の請負額 

 
当初の官積算額 

（落札率を乗じた額） （落札率を乗じた額） 

変 更 業 務 委 託 料    ＝    業  務  価  格  ×   （１ + 消費税率） 

（落札率を乗じた額） 

変 更 業 務 委 託 料    ＝    業  務  価  格  ×   （１ + 消費税率） 

（落札率を乗じた額） 

注）１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法により積 注）１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法により積 

算する。 算する。 

    ２．直前の請負額、直前の官積算額は、消費税相当額を含んだ額とする。     ２．当初の請負額、当初の官積算額は、消費税相当額を含まない額とする。 

第１節  土木設計業務等積算基準 

1－4  設計変更の積算 

    業務委託の変更は、官積算書をもとに次式により算出する。 

第3編  土木設計業務 

第１章  土木設計業務等積算基準 

設計業務等標準積算基準書 

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線

727879
下線



堺市建設局における読替え内容 設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 

４－２  橋梁定期点検業務積算基準 

第４編 調査、計画業務 

第１章 調査、計画標準歩掛 

第４節 道路施設点検業務 

４－２：  適用しない（別途定める基準による） 

第４編 調査、計画業務 

第１章 調査、計画標準歩掛 

第４節 道路施設点検業務 

      設計に使用する価格は，原則として，入札時（入札書提出期限日）における市場価 

設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

第１編総則 

第１章総則（参考資料） 

第２節設計等における数値の扱い 

２－１ 設計価格等の扱い 

      単価の決定は，物価資料に掲載されている実勢価格を平均し，単価の有効桁の大 

格とし，消費税抜きで積算するものとする。交通運賃等の内税で表示されている価格

については，次式により求めた価格とする。 

２－２ 端数処理等の方法 

（３） 物価資料を用いる単価 

きい方の桁を決定額の有効桁とする。但し，大きい方の有効桁が３桁未満のときは， 

決定額の有効桁は３桁とする。また，一方の資料にしか掲載のないものについては， 

      設計に使用する価格は，原則として，積算時における市場価格とし，消費税抜 

      （略） 

その価格とする。なお，適用時期は毎月とする。 

設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

第１編 総則 

第１章 総則（参考資料） 

第２節 設計等における数値の扱い 

２－１ 設計価格等の扱い 

      単価の決定は，物価資料に掲載されている実勢価格の安価な方を採用する。 

きで積算するものとする。交通運賃等の内税で表示されている価格については，

次式により求めた価格とする。 

２－２ 端数処理等の方法 

（３） 物価資料を用いる単価 

      （削除） 

また、一方の資料にしか掲載のないものについては、その価格とする。なお、適用

時期は毎月とする。 
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堺市建設局における読替え内容 

 

設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 

    補正係数及び変化率は，小数第２位（小数第３位四捨五入）まで算出する。なお、 

（４） 補正係数及び変化率 

  補正係数及び変化率は，小数第２位（小数第３位四捨五入）まで算出する。 

  

（４） 補正係数及び変化率 

複数の補正係数及び変化率を乗じる場合の計算結果は端数処理を行わない。 

      単位数量当り単価の場合、有効数字４桁（５桁目以降切捨て）とする。 

（７）単価表の合計金額 

 ２）測量業務及び地質調査業務 

      業務価格は，10,000  円単位とする。10,000  円単位での調整は諸経費又は一般管 

（１０） 業務価格 

各々の諸経費又は一般管理費等で端数調整（10,000  円単位で切捨て）するものとす 

理費等で行う。なお，複数の諸経費又は一般管理費等を用いる場合であっても，

      原則として、端数処理は行わない。 

る。ただし，単価契約は除くものとする。 

  

（７）単価表の合計金額 

 ２）測量業務及び地質調査業務 

      業務価格は，1,000 円単位とする。1,000 円単位での調整は諸経費又は一般管 

 (１０) 業務価格 

各々の諸経費又は一般管理費等で端数調整（1,000 円単位で切捨て）するものと 

理費等で行う。なお，複数の諸経費又は一般管理費等を用いる場合であっても，

する。ただし，単価契約は除くものとする。 

 

こでいう積算上の基地とは，原則として指名業者のうち，現地に最も近い本支店等が所 

第２章積算基準（参考資料） 

第１節 積算基準 

１－３ 旅費交通費 

１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算 

（１） 通勤及び宿泊・滞在の区分 

 1)通勤可能な目安は，積算上の基地から現場までの片道距離が 30 ㎞程度（高速道路

等を利用する場合は片道距離 60 ㎞程度）もしくは片道所要時間 1 時間程度とする。こ

在する市役所等とする。 

する。ここでいう積算上の基地とは，原則として発注事務所等とする。 

第２章積算基準（参考資料） 

第１節 積算基準 

１－３ 旅費交通費 

１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算 

（１）通勤及び宿泊・滞在の区分 

 1)通勤可能な目安は，積算上の基地から現場までの片道距離が 30 ㎞程度（高速

道路等を利用する場合は片道距離 60 ㎞程度）もしくは片道所要時間 1 時間程度と
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堺市建設局における読替え内容 設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 

３）  宿泊料（国土交通省所管旅費取扱規則及び国土交通省日額旅費支給規則による場合） 

     積算方法は，目的地に到着した日は普通旅費による宿泊料とし，翌日から目的地を出発す 

（２）旅費交通費の扱い 

る日の前日までの日数について滞在日額旅費による宿泊料を計上する。 

      日当は，宿泊を伴う場合で，積算上の基地から目的地への往復に要した日数につ 

４） 日当（普通旅費） 

いて計上する。 

    計上する日当については，２分の１日当を原則とする。 

（略） 

５） 日当・宿泊料 

（３）旅費交通費の構成 

（４）旅費交通費等の積算例（滞在時） 

（５）宿泊を伴う外業所要日数の休日補正の算定 

    「堺市職員等の旅費に関する条例」等による。 

（２）旅費交通費の扱い 

３) 宿泊料 

    「堺市職員等の旅費に関する条例」等による。 

 

４) 日当（普通旅費） 

    「堺市職員等の旅費に関する条例」等による。 

 

 

  ５) 日当・宿泊料 

（３）：  （削除） 

（４）：  （削除） 

（５）：  （削除） 
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設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 堺市建設局における読替え内容 

1－9 設計変更の積算方法 

  設計変更における業務費（業務委託費）の変更は、官積算書を基にして次式により

算出する。 

業  務  価  格  ＝  変更官積算業務価格 ×  
直前の請負額

直前の官積算額
 

 

変 更 業 務 費  ＝  業 務 価 格 ×  （１ + 消費税率） 

 

注）１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法により積

算する。 

  ２．直前の請負額、直前の官積算額は、消費税相当額を含んだ額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1－9 設計変更の積算方法 

  設計変更における業務費（業務委託費）の変更は、官積算書を基にして次式により

算出する。 

業  務  価  格  ＝  変更官積算業務価格 ×  
当初の請負額

当初の官積算額
 

 

変 更 業 務 費  ＝  業 務 価 格 ×  （１ + 消費税率） 

 

注）１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法により積

算する。 

  ２．当初の請負額、当初の官積算額は、消費税相当額を含まない額とする。 

 

 

（落札率を乗じた額） 

（落札率を乗じた額） （変更業務委託料） （落札率を乗じた額） （変更業務委託料） 

（落札率を乗じた額） 
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堺市建設局における読替え内容 設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）（国土交通省）記載内容 

設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

第３編  地質調査業務 

第２章  地質調査運用（参考資料） 

 第１節 機械ボーリング 

    １－２  運搬費の積算 

（１）運搬費のうち資機材の運搬は、資機材運搬積算上の基地から現地までの搬入、 

搬出とする。（ここでいう積算上の基地とは、原則として現地に最も近い本支店が所在 

する市役所等とする） 

設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

第３編  地質調査業務 

第２章  地質調査運用（参考資料） 

 第１節 機械ボーリング 

    １－２  運搬費の積算 

（１）運搬費のうち資機材の運搬は、資機材運搬積算上の基地から現地までの搬 

入、搬出とする。（ここでいう積算上の基地とは、原則として発注事務所等とする） 
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土木監理課と協議 
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協議を行うものとする。
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単価については次表のとおりとする。

堺市
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表－１　　　　　　　　能勢地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 3 2 4 7 4 3 9 1 1 2 2 5 43

平成30年度 5 7 6 5 3 9 0 0 2 1 2 4 44

平成31年度 5 3 4 11 8 3 5 0 2 2 1 5 49

令和 2年度 5 2 9 14 1 3 5 2 0 1 1 4 47

令和 3年度 4 5 4 5 9 6 2 3 4 1 0 4 47

平均 4.4 3.8 5.4 8.4 5.0 4.8 4.2 1.2 1.8 1.4 1.2 4.4 46.0

表－２　　　　　　　　枚方地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 4 3 5 4 5 5 12 1 1 2 1 4 47

平成30年度 6 5 6 5 4 12 0 2 2 1 2 5 50

平成31年度 5 2 5 6 9 3 7 1 2 2 2 5 49

令和 2年度 5 3 7 13 3 3 6 1 1 3 3 5 53

令和 3年度 4 6 3 5 9 6 1 3 3 2 0 4 46

平均 4.8 3.8 5.2 6.6 6.0 5.8 5.2 1.6 1.8 2.0 1.6 4.6 49.0

表－３　　　　　　　　豊中地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 3 2 5 4 3 5 8 1 1 2 1 5 40

平成30年度 5 5 4 4 3 11 0 1 2 1 2 2 40

平成31年度 5 2 3 5 7 1 7 0 2 2 3 4 41

令和 2年度 5 2 7 13 2 2 5 1 0 3 2 4 46

令和 3年度 5 6 4 7 8 6 2 3 3 1 1 4 50

平均 4.6 3.4 4.6 6.6 4.6 5.0 4.4 1.2 1.6 1.8 1.8 3.8 43.4

表－４　　　　　　　　大阪地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 3 2 4 2 1 4 9 2 1 2 1 4 35

平成30年度 5 5 5 4 2 12 0 2 3 1 2 3 44

平成31年度 4 2 4 9 5 3 6 0 2 2 3 6 46

令和 2年度 5 3 6 11 4 2 5 2 1 2 2 5 48

令和 3年度 4 5 5 5 8 7 2 4 3 1 0 5 49

平均 4.2 3.4 4.8 6.2 4.0 5.6 4.4 2.0 2.0 1.6 1.6 4.6 44.4

1－50
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表－５　　　　　　　　熊取地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 4 3 5 5 1 4 11 3 1 3 1 6 47

平成30年度 4 5 5 6 2 10 1 0 3 1 3 3 43

平成31年度 3 3 4 10 6 2 6 0 3 2 3 5 47

令和 2年度 5 4 4 13 0 7 5 2 0 2 1 4 47

令和 3年度 3 5 4 4 11 6 2 3 3 2 1 3 47

平均 3.8 4.0 4.4 7.6 4.0 5.8 5.0 1.6 2.0 2.0 1.8 4.2 46.2

表－６　　　　　　　　茨木地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 5 2 4 6 5 4 11 2 1 2 1 6 49

平成30年度 5 6 5 4 3 12 0 1 2 1 2 3 44

平成31年度 6 2 7 7 8 2 7 1 2 2 3 5 52

令和 2年度 5 2 7 13 1 2 6 2 0 2 3 4 47

令和 3年度 4 5 4 7 10 6 1 3 3 2 0 5 50

平均 5.0 3.4 5.4 7.4 5.4 5.2 5.0 1.8 1.6 1.8 1.8 4.6 48.4

表－７　　　　　　　　生駒山地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 4 3 4 4 5 4 12 3 1 2 1 6 49

平成30年度 5 6 4 4 2 11 0 1 2 1 2 4 42

平成31年度 4 2 6 12 6 3 7 0 3 2 3 5 53

令和 2年度 5 3 6 11 1 3 5 2 1 2 2 5 46

令和 3年度 4 5 5 7 9 5 3 4 3 1 0 4 50

平均 4.4 3.8 5.0 7.6 4.6 5.2 5.4 2.0 2.0 1.6 1.6 4.8 48.0

表－８　　　　　　　　堺地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 4 2 3 2 3 3 10 1 1 2 1 5 37

平成30年度 5 6 3 4 1 11 0 0 4 1 3 3 41

平成31年度 3 2 4 9 7 2 7 0 3 2 3 5 47

令和 2年度 5 3 4 12 2 3 5 2 1 2 1 3 43

令和 3年度 4 5 5 7 8 6 2 3 3 2 1 4 50

平均 4.2 3.6 3.8 6.8 4.2 5.0 4.8 1.2 2.4 1.8 1.8 4.0 43.6

1－51
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表－９　　　　　　　　河内長野地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 2 3 6 3 4 3 11 3 1 3 1 6 46

平成30年度 4 6 6 5 2 11 0 0 2 1 3 3 43

平成31年度 3 3 3 9 6 1 8 1 3 2 3 6 48

令和 2年度 5 4 6 13 1 9 5 2 1 2 2 4 54

令和 3年度 3 6 8 6 10 6 3 3 3 2 1 5 56

平均 3.4 4.4 5.8 7.2 4.6 6.0 5.4 1.8 2.0 2.0 2.0 4.8 49.4

表－10　　　　　　　　八尾地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 3 4 8 2 1 7 1 2 4 1 2 2 37

平成30年度 3 2 4 2 3 3 10 1 1 2 1 5 37

平成31年度 5 5 3 4 1 11 0 1 3 1 3 3 40

令和 2年度 5 3 5 12 0 1 5 2 1 2 1 4 41

令和 3年度 5 5 6 8 9 4 3 3 3 2 1 5 54

平均 4.2 3.8 5.2 5.6 2.8 5.2 3.8 1.8 2.4 1.6 1.6 3.8 41.8

表－11　　　　　　　　関空島地域気象観測所 10㎜以上の降雨日数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

平成29年度 1 3 5 3 1 4 8 1 1 2 1 4 34

平成30年度 3 6 3 4 2 9 0 1 3 1 3 3 38

平成31年度 3 3 4 11 5 1 6 0 3 2 3 3 44

令和 2年度 5 2 4 11 0 5 5 1 0 2 1 5 41

令和 3年度 5 5 4 4 9 4 1 3 3 0 1 3 42

平均 3.4 3.8 4.0 6.6 3.4 4.6 4.0 1.2 2.0 1.4 1.8 3.6 39.8
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９．週休２日制工事における経費補正  

１ 発注者指定方式 

労務費等に対して別表「労務費等の補正係数」のうち、現場閉所状況が４週８休の係数を 

乗じた補正を行い当初設計金額を算出する。ただし、４週８休（現場閉所率２８．５％以 

上）の達成が見込まれない場合は、その達成状況に応じて４週７休及び4 週６休の補正率に  

より変更契約する。 

なお、現場閉所率が２１．４％未満の場合は、当該補正分を減額変更する。 

２ 受注者希望方式 

受注者の取組状況に応じ、別表「労務費等の補正係数」を乗じて契約変更を行う。 

ただし、工事（現場）着手前に４週８休に係る協議が整わなかったものは、補正の対象とし  

ない。 
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別表 労務費等の補正係数 

現場閉所状況 

（現場閉所率） 

４週８休 

（28.5％以上） 

４週７休 

（25.0％以上28.5％未

満） 

４週６休 

（21.4％以上25.0％未

満） 

労務費 １．０５ １．０３ １．０１ 

機械経費（賃料） １．０４ １．０３ １．０１ 

共通仮設費率  １．０４ １．０３ １．０２ 

現場管理費率  １．０６ １．０４ １．０３ 

（現場閉所率） 対象期間内の現場休工日数÷対象期間内の日数×１００（％）（小数点2位切捨て） 

※工場製作にかかる労務費や、労務費以外の人件費は、補正の対象としない。 

※市場単価は、各工種毎に設定された補正係数により補正する。 

※補正係数が設定されていない市場単価は、補正の対象としない（労務費や機械経費が区分できない

見積単価等も同様とする）。 

※土木工事標準単価は、現場閉所状況に応じた週休２日補正単価とする。 
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週休２日補正の計算

項 目 内 容
補正について ■工事全般

・「週休２日工事区分」
補正なし
４週６休以上４週７休未満
４週７休以上４週８休未満

1 ４週８休以上

補正適用外について ■土木工事
・工場製作工の下位に該当する体系
■電気設備工事
・工場製作工の下位に該当する体系
・機器単体費に該当する体系

2
■機械設備工事
・製作工の下位に該当する体系
（製作工については、直接製作費とする）

直接工事費における ■土木工事・電気設備工事・機械設備工事
週休２日の補正 【４週６休以上、４週７休未満】

・労務費 １．０１
・機械経費（賃料） １．０１
【４週７休以上、４週８休未満】
・労務費 １．０３
・機械経費（賃料） １．０３
【４週８休以上】
・労務費 １．０５
・機械経費（賃料） １．０４

※補正後の単価は以下の通りに端数処理する。
3 ◇労務単価 ：円止め（円未満切捨て）

◇機械経費（賃料）：有効３桁止め（４桁目四捨五入）

4 （欠番）

5 （欠番）

直接工事費の補正式 ■労務費
について ・労務単価 × 夜間割増 × 時間的制約割増 × 週休２日補正係数 ＝ 補正後の労務単価 ※円止め（円未満切捨て）

(例)
労務単価 ： 20,200
夜間割増 ： 1.5
時間的制約割増 ： 1.06
週休２日補正係数 ： 1.05

[補正式]20,200 × 1.5 × 1.06 × 1.05 ＝ 33,723.9 … 33,723 ※円止め（円未満切捨て）

6 ■機械経費（賃料）
・機械賃料 × 週休２日補正係数 ＝ 補正後の機械賃料 ※有効３桁止め（４桁目四捨五入）
(例)
機械賃料 ： 8,200
週休２日補正係数 ： 1.04

[補正式] 8,200 × 1.04 ＝ 8,528
＝ 8,530 ※有効３桁止め（４桁目四捨五入）
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 項目 内容 

7 

直接工事費 

(土木工事標準単 

価・市場単価) 

■土木工事標準単価 

・「週休２日工事区分」に応じた補正単価とする。 

 

■市場単価 

・堺市建設局週休２日制工事試行要領「市場単価の補正係数」に基づいた補正を行う。 

(補正係数による計算) 

週休２日の補正後単価=(補正前単価×週休２日の補正係数)×(夜間作業等補正係数) 

 

 (例：補正前単価が整数) 

補正前単価 ： 67 

週休２日の補正係数 ： 1.05 

夜間作業等補正係数 ： 1.5525 

〔補正式〕 (67 × 1.05)× 1.5525 

= 70.35 × 1.5525 ※小数点第３位切り捨て２位止め（補正前単価×週休２日の補正係数） 

= 109 ※円止め（円未満切捨て） 

8 

間接工事費(共通 

仮設費)における 

週休２日の補正 

■工事全般 

【４週８休以上】 

・共通仮設費 １.０４ 

【４週７休以上、４週８休未満】 

・共通仮設費 １.０３ 

【４週６休以上、４週７休未満】 

・共通仮設費 １.０２ 

9 

間接工事費(現場 

管理費)における 

週休２日の補正 

■工事全般 

【４週８休以上】 

・現場管理費 １.０６ 

【４週７休以上、４週８休未満】 

・現場管理費 １.０４ 

【４週６休以上、４週７休未満】 

・現場管理費 １.０３ 

10 

間接工事費の補正 

式について ■共通仮設費率(％) 

①補正前の率 = 現行の積算基準に基づいて対象額により算出された率 

②補正後の率 = ①補正前の率 × 施工地域補正係数 ※小数点第３位四捨五入２位止め 

③週休２日補正後の率 = ②補正後の率 × 週休２日の補正係数 ※小数点第３位四捨五入２位止め 

(例) 

共通仮設費率 ： 24.79％ 

施工地域補正係数 ： 1.3 

週休２日補正係数 ： 1.04 

［補正式］ 24.79 × 1.3 = 32.227 

= 32.23 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 

32.23 × 1.04 = 33.5192 

= 33,52 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 

■現場管理費率(％) 

①補正前の率 = 現行の積算基準に基づいて対象額により算出された率 

②補正後の率 = ①補正前の率×施工地域補正係数 

＋砂防・地すべり工事補正値 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 

③週休２日補正後の率 = ②補正後の率×週休２日の補正係数 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 

 (例) 

現場管理費率 ： 56.77％ 

施工地域補正係数 ： 1.1 

砂防・地すべり工事補正値 ： 2.0％ 

週休２日補正係数 ： 1.05 

［補正式］ 56.77 × 1.1 ＋ 2.0 = 64.447 

= 64.45 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 

64.45 × 1.05 = 67.6725 

= 67.67 ※小数点２位止め(小数点第３位四捨五入) 
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